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米 国 会 計 基 準 採 用 の 有 無 無

1．       の連結業績 (           ～           )15年 3月 期 平 成14年 4月 1日 平 成15年 3月31日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期       71,935    12.9       1,924   218.0       1,785   415.7

14年 3月期       63,721    △9.7         605   △79.6         346   △83.5

１株当たり 総 資 本 売 上 高潜在株式調整後 株 主 資 本当 期 純 利 益
当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 3月期          334－           3.81      1.8     2.5     2.5          3.81

14年 3月期         △379 －          △4.31     △2.0     0.5     0.5         △4.31

(注 )1.持分法投資損益 15年 3月 期           42百万円 14年 3月 期            8百万円
2.期中平均株式数(連結) 15年 3月 期     87,826,792株 14年 3月 期     87,911,433株
3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

      76,441       18,288     23.9        208.3915年 3月期

      66,662       18,604     27.9        211.6614年 3月期

(注 )期末発行済株式数 (連結 ) 15年 3月 期     87,761,063株 14年 3月 期     87,884,707株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
       7,136      △3,007       △2,605        4,09915年 3月期

14年 3月期        4,569        △271       △4,190        2,612

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社   10     2     1

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    2     0     0     0

2．      の連結業績予想 (           ～           )16年 3月期 平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

中 間 期       35,000          750          200

通 期       70,000        1,600          450

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           5円 12銭

＊ 上 記 の 予 想 に つ き ま し て は 、 現 状 で 判 断 し う る 一 定 の 前 提 、 仮 定 に 基 づ い て お り ま す 。 今 後 発 生
す る 状 況 の 変 化 に よ っ て は 、 異 な る 業 績 結 果 と な る こ と も 予 想 さ れ ま す の で ご 了 解 下 さ い 。
な お 、 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 添 付 資 料 の ６ ペ ー ジ を ご 参 照 下 さ い 。
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１．企業集団の状況 

 
  当グループ（当社、子会社３０社、関連会社１１社）が営んでいる主な事業内容と、各関係会社等の当該事業 
に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 
  なお、当期において、株式取得によって九州耐火煉瓦(株)と新規設立の Krosaki USA Inc. の２社が連結子会 
社となりました。 

 
 〔耐火物事業〕 
      当社は耐火物の製造販売、各種窯炉の設計施工及び築造修理を行っております。また、九州耐火煉瓦(株) 
および黒崎炉材(株)（いずれも連結子会社）は耐火物の製造を行い、当社がこれを買い上げ販売しております。 
   AMR REFRACTARIOS,S.A.（連結子会社）はスペインで耐火物を製造し、欧州市場で主に販売しておりま 
すが、一部は当社を通じ日本市場で販売しております。さらに、無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司（連結子会社） 
は中国で耐火物を製造し、大半は日本市場へ当社を通して販売しております。 
   黒崎産業(株)および黒崎耐火原料(株)（いずれも連結子会社）は耐火物製造に係る諸資材、原料を当社へ販売し、 
黒崎機工(株)（連結子会社）は耐火物製造設備等の製作及びメンテナンスに携わっております。また、Krosaki 
USA Inc. は、米国における耐火物等の販売を行っております。さらに菊竹産業(株)（持分法適用関連会社） 
及び黒崎耐火工業(株)、(株)クロサキビジネスサービス（いずれも持分法適用子会社）は耐火物製造に係る外注 
作業に携わっております。 

 
 〔築炉事業〕 
      当社のファーネス事業部および九州耐火煉瓦(株)は、各種窯炉の設計施工及び築造修理を行っており、また 
当社のエンジニアリング部門及び黒崎機工(株)（連結子会社）は、炉に関する施工機器の製作販売業を行って 
おります。 

 
 〔不動産事業〕 
      当社は不動産事業として社有地に店舗、倉庫等を建設し賃貸を行っております。 
 
  〔ファインセラミックス事業〕 
      当社及び(株)マイクロン、HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD.（いずれも連結子会社）は、各種産業用ファ 
インセラミックスの製造販売を行っております。なお、HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD.はマレーシアに製 
造販売拠点を置いております。 

 
 〔その他の事業〕 
   当社は景観材の輸入販売及び製鉄所向け石灰の製造販売を行っております。また、(株)クロサキビジネス 
サービス（持分法適用子会社）は諸サービス業を行っております。 
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  以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

当　社
新　日　本　製　鐵　(株)

得
耐火物製品の供給

耐火物製品以外の販売

九  州  耐  火  煉  瓦  (株) 耐火物

黒　　崎　　炉　　材　　(株)

耐火物製品の供給・販売 事   業

AMR REFRACTARIOS,S.A.

無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司

耐火物製品の販売

Krosaki USA Inc.

意 原料・諸資材の供給

黒　　崎　　産　　業　　(株) 築　　炉
事　　業

黒  崎  耐  火  原  料  (株)

外注作業・外注工事
不動産

黒  崎  耐  火  工  業  (株) 事   業

(株) ｸﾛｻｷﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ

菊　　竹　　産　　業　　(株) ﾌｧｲﾝｾﾗ
先 ﾐｯｸｽ

黒　　崎　　機　　工　　(株) 事   業

ﾌｧｲﾝｾﾗﾐｯｸｽ製品販売

(株)　マ　 イ 　ク 　ロ 　ン その他の
事　 業

HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD.

製品の流れ（販売） 非連結子会社（持分法適用会社）

その他 関連会社（持分法適用会社）

連結子会社 その他の関連当事者
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２．経営方針 

 
  （１）経営の基本方針 
    当社は「世界一の顧客価値の実現」を事業目標に掲げ、お客様に最高の品質と安心をお届けし、信頼され 
る企業集団を目指しています。 

    また、あらゆる活動を通じ事業価値向上につとめ、株主の利益に貢献したいと考えています。 
 
  （２）利益分配に関する基本方針 
        当社は、長期的視野に立ち安定配当を行うことを基本としておりますが、業績および経営環境等を総合的 
に勘案して決定することとしています。 

    内部留保金につきましては、今後の事業展開、販売体制の整備・強化、新技術・新商品開発、合理化・原 
価低減など長期安定的な経営基盤の確立のために活用したいと考えています。 

 
（３）目標とする経営指標 
    当社は、平成１５年度を初年度とする３カ年間の中期経営計画を策定しており、目標とする経営指標を 
   以下のとおりとしています。 
     ①連 結 売 上 高：７００億円以上の継続 
      ②連 結 Ｒ Ｏ Ｓ：３％以上の達成 
      ③有利子負債 （単体）：２５％削減（平成１７年度末まで） 
      ④総 資 産 （単体）：１０％削減（   〃    ） 
 
  （４）中長期的な会社の経営戦略 
当社は新たなミッションステートメントの制定を踏まえ、今年度を初年度とする３カ年間の「中期経営計画」 
を策定しました。 

今回の「中期経営計画」では、当社の＜事業目標＞であります「世界一の顧客価値の実現」を達成するため 
以下の３点を重点テーマとして掲げました。 

１．顧客価値の徹底追求～信頼される技術の提供、営業の実践～ 
２．最強の生産・供給体制確立（耐火物事業部門） 
３．健全な事業体質の構築 

 
これらのテーマに則り、主力であります耐火物事業では、国内市場での事業基盤を磐石なものとすると同時 

に、海外市場での拡販に注力します。 
具体的には、国内工場は戦略品種への重点的な設備投資により品質の安定化・生産性の向上に努めます。また、 
中国の生産子会社では、既に投資を決定した新工場を早期に立ち上げ、昨年設立した海外販売子会社を活用し、 

北米市場や中国市場を重点的に開拓します。  また、非耐火物事業も各事業分野ごとに更に選択と集中を図り、 
新商品の開発・新市場の開拓を行うことによって、全社収益への貢献を計画しています。 

 
 （５）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
    当社は、当社および当社グループ全般の重要事項について、原則月１回開催する取締役会、常務以上の取 
締役および関係部門長が出席し随時開催している経営会議で迅速かつ的確な意志決定を行える経営体制を 
とっています。 

    監査役につきましては、取締役会や経営会議など重要な会議に出席するほか、業務執行状況や財産状況お 
よび経営状況の監査を行っております。また、必要に応じて適宜、子会社の監査役、公認会計士と連携をと 
り、コーポレートガバナンスの徹底に努めています。 

    なお、当社は平成１２年４月にハリマセラミック(株)と合併し、平成１４年５月に九州耐火煉瓦(株)とアラ 
イアンスを行ったことにより、あらためて平成１５年４月に黒崎播磨グループのミッション・ステートメン 
トを制定し、法令の遵守はもとより、当社グループのステークホルダーすべてに信頼される企業集団を目指 
すべく啓蒙活動を展開しています。 
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３．経営成績および財政状況 

 
（１） 経営成績 
     当期のわが国経済は、上半期においては輸出の増加や生産の持ち直しの動きなどにより、景気に一部回復 
    の兆しが見られましたが、下半期には米国経済の先行き懸念、不良債権処理のもたつき、イラク情勢などに 
より民間設備投資や個人消費が冷え込み、株価も低迷したまま推移しました。 
 当グループの主要得意先であります鉄鋼業界におきましては、自動車産業の国内需要とアジア向けの輸出 
が堅調に推移し、平成１４年度の粗鋼生産量は１億９８０万トンと前期に比べ７．６％増加しました。 
 
 このような経済情勢下、当グループは主力の耐火物事業の拡大と経営の効率化を図るため、昨年５月に同 
業の九州耐火煉瓦(株)の株式を５２．６％取得し子会社化しました。また、昨年８月には当社が９０％を出
資し、主に米国市場をターゲットとした耐火物製品販売会社 Krosaki USA Inc. を設立しました。 
 競争激化による耐火物製品の価格低下は続いておりますが、この２社が当期より当グループの連結子会社 
に加わったことは、主要得意先である鉄鋼業界の粗鋼生産量の増加と併せ、売上高増加の主要因となりまし 
た。 
 また、ファインセラミックス事業の主要得意先である半導体関連産業の一部に景気回復の兆しが見られた 
ことも、当グループの売上高増加の要因となりました。 
 当期の当グループの売上高は、前期に比べ１２．９％増収の７１９億３５百万円となりました。 
セグメント別の状況は以下のとおりです。 

 
〔耐火物事業〕 

     国内においては、九州耐火煉瓦(株)を子会社化したことにより、両社の営業拠点および生産施設の統廃合 
をはじめとする合理化策を行い、売上高の増加、製造コスト低減を図ることができました。 
 国外においては、中国の子会社の生産体制を増強し、米国および中国に販売会社を設立したことにより 
世界市場で拡販できる体制が整いつつあります。 
 また、当期においては鉄鋼業界の粗鋼生産量の増加という大きな追い風もあり、売上高につきましては 
前期に比べ１５．７％増収の５２０億４６百万円となりました。 
 営業利益につきましては、前期に比べ１２２．８％増益の１８億１８百万円となりました。 
〔築炉事業〕 

     スポット工事案件の減少および工事単価の低下などにより、売上高は前期に比べ０．６％減収の 
１１８億４９百万円となりました。 
  営業利益につきましては、前期に比べ３４．８％減益の４億２６百万円となりました。 
〔不動産事業〕 
関西地方の遊休不動産を活用した賃貸料収入を主体に毎期安定した収入および利益をあげており、当期 
の売上高は１１億４９百万円、営業利益は６億９百万円となりました。 
〔ファインセラミックス事業〕 

     主要得意先である半導体関連産業の一部で市況の回復が見られ、連結子会社（(株)マイクロン、 
HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD.）の業績が回復し、売上高は前期に比べ２７．７％増収の４４億 
７７百万円となりました。 
営業利益につきましても、前期の８５百万円の赤字から４億２５百万円の黒字に好転いたしました。 
〔その他の事業〕 
売上高につきましては、前期に比べ１３．６％増収の２４億１１百万円となりました。 
営業利益につきましては、前期に比べ８１．６％減益の１６百万円となりました。 

 
    当期の経常利益につきましては、受注増による操業度効果と併せ、平成１４年３月から行いました人員の 
合理化をはじめとする労務コストの削減や諸資材のコスト削減などにより、前期に比べ４１５．７％増益の 
１７億８５百万円となりました。 
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 また、当期損益につきましては、株価低迷による投資有価証券の評価損が８億２６百万円発生したものの 
前期の３億７９百万円の損失に比べ大きく好転し、３億３４百万円の利益を計上することができました。 
 したがいまして、当期末の配当につきましては復配することとし、１株当たり１円５０銭とさせていただ 
きたいと存じます。 

 
（２） 当期のキャッシュ・フローの状況 
     当期における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という）は、期末残高４０億９９百万円 
    と前期の２６億１２百万円に比べ１４億８７百万円増加しました。 
     営業活動におけるキャッシュ・フローは、営業活動の結果得られた資金は、当期利益の計上や連結子会社 
の増加等による影響で２５億６７百万円のプラスとなりました。 
 投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得および連結子会社の株式取得による増加等により 
２７億３６百万円のマイナスとなりました。 
 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の圧縮を目的に営業キャッシュ・フローの残高を返済にま 
わした結果、前期より１５億８４百万円の支出増となりました。 
 

（３） 次期の見通し 
     今後の見通しといたしましては、米国経済の先行きが不透明であり、国内においても不良債権処理の遅れ 
    に伴う金融不安や株価の低迷、雇用情勢の悪化などが続いており、景気回復の見通しは厳しいものと予想さ 
れます。 
 当社の主要得意先である鉄鋼業界におきましても、平成１５年度の粗鋼生産量は当期を若干下回るのでは 
ないかという見方が強まっています。 
 このような状況下、当社は競争力強化のため、国内においては昨年５月に九州耐火煉瓦(株)とアライアン 
スを行い、営業活動および生産活動の効率化を図ってまいりました。本年３月をもって、生産施設の統廃 
合も概ね完了し、その効果が平成１５年度よりフルに発現するものと確信しております。 
 また、海外拠点についても製造品種の拡大増産体制を整え、国内および諸外国への最適供給体制を着実に 
確立すると同時に、米国および中国に販売会社を設立いたしました。 
 加えて全社的にも、中期経営計画の完遂を目指し、全社一丸となって邁進する所存であります。 
 次期の連結業績の見通しにつきましては、売上高７００億円、経常利益１６億円、当期純利益４億５０ 
百万円を見込んでいます。 
 また、単独業績の見通しにつきましては、売上高６００億円、経常利益７億円、当期純利益は１億円を 
見込んでいます。 
なお、期末配当金につきましては、１株あたり１円５０銭を見込んでいます。 
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４．連結貸借対照表 

（単位：百万円、未満切捨） 
当連結会計年度 
平成15年３月31日現在 

前連結会計年度 
平成14年３月31日現在 

          期  別 
  
科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 
（△は減） 

（資産の部） 
流 動 資 産 
  現 金 及 び 預 金 
  受取手形及び売掛金並びに 
  完 成 工 事 未 収 入 金 
  有 価 証 券 
  棚 卸 資 産 
  繰 延 税 金 資 産 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 
 
   流 動 資 産 合 計 

 
 
４，２２８ 

 
２０，３１０ 
１８７ 

１１，１９６ 
７４３ 
１，０９７ 
△   １６８ 

 
３７，５９５ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４９.2 

 
 
２，７３２ 

 
１９，３１０ 

－ 
１１，２０２ 
６６４ 
６６４ 

△ １４６ 
 

３４，４２７ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５１.6 

 
 
１，４９５ 

 
１，０００ 
１８７ 

△    ５ 
７９ 
４３２ 

△   ２１ 
 

３，１６８ 
 
固 定 資 産 
 有 形 固 定 資 産 
  建 物 及 び 構 築 物 
  機械装置、窯炉及び運搬具 
  工 具 器 具 備 品 
  土 地 
  建 設 仮 勘 定 
   有形固定資産合計 
 
 無 形 固 定 資 産 
  そ の 他 
   無形固定資産合計 
 
 投資その他の資産 
  投 資 有 価 証 券 
  長 期 貸 付 金 
  繰 延 税 金 資 産 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 
   投資その他の資産合計 
 
   固 定 資 産 合 計 

 
 
 
１４，３３１ 
１０，３６４ 
６５４ 
７，４２１ 
１，５０８ 
３４，２８０ 

 
 

５１９ 
５１９ 

 
 

２，４０８ 
９２ 
７２１ 
１，３６２ 
△   ５３８ 
４，０４６ 

 
３８，８４５ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５０.8 

 
 
 
１２，８９３ 
８，５７４ 
６３１ 
５，０３９ 
３０８ 

２７，４４８ 
 
 

４０６ 
４０６ 

 
 

３，０８１ 
４９ 
５０９ 
１，３８４ 
△   ６４３ 
４，３８１ 

   
３２，２３５ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４８.4 

 
 
 
１，４３７ 
１，７９０ 
２２ 

２，３８１ 
１，１９９ 
６，８３１ 

 
 

１１２ 
１１２ 

 
 

△  ６７２ 
４２ 
２１２ 

△   ２２ 
１０５ 

△  ３３４ 
 

６，６０９ 
 
 資 産 合 計 

 
７６，４４１ 

 
１００.0 

 
６６，６６２ 

 
１００.0 

 
９，７７８ 
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（単位：百万円、未満切捨） 

当連結会計年度 
平成15年３月31日現在 

前連結会計年度 
平成14年３月31日現在 

          期  別 
  
科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 
（△は減） 

（負債の部） 
流 動 負 債 
  支払手形及 び買掛金 
  並 び に 工 事 未 払 金 
  短 期 借 入 金 
  一年以内返済予定の長期借入金 
  未 払 費 用 
  未 払 法 人 税 等 
  未 払 事 業 所 税 
  未 払 消 費 税 等 
  引 当 金 
    賞 与 引 当 金 
  設 備 関 係 支 払 手 形 
  そ の 他 
   流 動 負 債 合 計 

 
 
 
１２，５１１ 
１５，６６３ 
２，０５１ 
３，８３４ 
５６０ 
１４１ 
２０４ 

 
１，２５５ 
２６９ 
７４３ 

３７，２３６ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４８.7 

 
 
 

１１，６８６ 
１２，１０１ 
２，５２２ 
４，３４６ 
１２３ 
１３６ 
１３３ 

 
１，１２８ 
６０ 
７６６ 

３３，００６ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４９.5 

 
 
 
８２４ 
３，５６１ 
△  ４７１ 
△  ５１２ 
４３６ 
５ 
７０ 

 
１２７ 
２０８ 

△   ２２ 
４，２２９ 

 
固 定 負 債 
  長 期 借 入 金 
  繰 延 税 金 負 債 
  引 当 金 
    退職給付引当金 
    役員退職金引当金 
    特別修繕引当金 
    鉱 害 補 償 引 当 金  
  預 り 敷 金 ・ 保 証 金 
  連 結 調 整 勘 定 
  そ の 他 
   固 定 負 債 合 計 

 
 
５，３２３ 
６５５ 

 
１，９４４ 
３２３ 
７５ 
２６ 

８，２８８ 
８５６ 
２０ 

１７，５１４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２２.9 

 
 

４，３１５ 
１ 

 
１，２２５ 
１９４ 
５０ 
１５ 

８，２３４ 
－ 
３８ 

１４，０７５ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２１.1 

 
 
１，００８ 
６５３ 

 
７１９ 
１２８ 
２５ 
１０ 
５４ 
８５６ 

△   １７ 
３，４３９ 

 
    負 債 合 計 

 
５４，７５０ 

 
７１.6 

 
４７，０８１ 

 
７０.6 

 
７，６６９ 

 
（少数株主持分） 
  少 数 株 主 持 分 

 
 
３，４０１ 

 
 
４.5 

 
 

９７７ 

 
 
１.5 

 
 
２，４２４ 

 
（資本の部） 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 
 
自 己 株 式 
    資 本 合 計 

 
 

５，５３７ 
３，５２１ 
９，３６３ 
１７ 

△  １３８ 
 

△   １３ 
１８，２８８ 

 
 
７.3 
４.6 
１２.2 
０.0 
△ ０.2 

 
△ ０.0 
２３.9 

 
 

５，５３７ 
３，５２１ 
９，０３４ 
２５５ 
２５７ 

 
△    ２ 
１８，６０４ 

 
 
８.3 
５.3 
１３.5 
０.4 
０.4 

 
△ ０.0 
２７.9 

 
 
－ 
－ 
３２９ 

△  ２３７ 
△  ３９６ 

 
△   １０ 
△  ３１５ 

 負債、少数株主持分及び資本合計 ７６，４４１ １００.0 ６６，６６２ １００.0 ９，７７８ 
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５．連結損益計算書 

   （単位：百万円、未満切捨） 
当連結会計年度 
自 平成14年４月 １日 
至 平成15年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月 １日 
至 平成14年３月31日 

           期  別 
 
 
 科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

 
増  減 
（△は減） 

 
営
業
損

益
の

部 

売  上  高 
売 上 原 価 
  売上総利益 
 
販売費及び一般管理費 
 
営 業 利 益 

７１，９３５ 
６０，１３１ 
１１，８０４ 

 
９，８８０ 

 
１，９２４ 

１００.0 
８３.6 
１６.4 

 
１３.7 

 
２.7 

６３，７２１ 
５３，５５０ 
１０，１７１ 

 
９，５６６ 

 
６０５ 

１００.0 
８４.0 
１６.0 

 
１５.1 

 
０.9 

８，２１４ 
６，５８１ 
１，６３３ 

 
３１４ 

 
１，３１９ 

 
 
営

業
外

損
益
の

部 

営業外収益 
 受 取 利 息 
受  取  配  当  金 
賃貸料及び管理手数料 
連結調整勘定償却 
為  替  差  益 
持分法による投資利益 
 その他の営業外収益 
 
営業外費用 
 支 払 利 息 
 その他の営業外費用 

５４１ 
１６ 
６９ 
１２７ 
９５ 
７ 
４２ 
１８２ 

 
６８０ 
３４５ 
３３４ 

０.7 
 
 
 
 
 
 
 
 
０.9 

３９８ 
２７ 
３４ 
１４７ 
－ 
９３ 
８ 
８６ 

 
６５７ 
３６５ 
２９２ 

０.6 
 
 
 
 
 
 
 
 
１.0 

１４３ 
△   １０ 
３４ 

△   １９ 
９５ 

△   ８６ 
３３ 
９６ 

 
２２ 

△   １９ 
４２ 

 
 
経 
 
常 
 
損 
 
益 
 
の 
 
部 

  経 常 利 益 １，７８５ ２.5 ３４６ ０.5 １，４３９ 
 特 別 利 益 
   固 定 資 産 売 却 益 
   投資有価証券売却益 
   その他の特別利益 

４５１ 
７６ 
３４６ 
２８ 

０.6 ２７４ 
２１１ 
３ 
５９ 

０.5 １７７ 
△  １３４ 
３４２ 

△   ３０ 

 
特 
 
別 
 
損 
 
益 
 
の 
 
部 

 特 別 損 失 
   固 定 資 産 売 却 損 
   固 定 資 産 除 却 損 
   退 職 特 別 加 算 金 
   ゴルフ会員権評価損 
   投資有価証券売却損 
   投資有価証券評価損 
   鉱害補償引当金繰入額 
   貸倒引当金繰入額 
   その他の特別損失 

９８８ 
３ 
３６ 
４５ 
１１ 
１２ 
８２６ 
１９ 
２３ 
９ 

１.4 ９４２ 
２０ 
１９０ 
３３０ 
３０ 
３ 
２１ 
－ 
３２２ 
２２ 

１.5 ４６ 
△   １７ 
△  １５４ 
△  ２８４ 
△   １８ 

８ 
８０４ 
１９ 

△  ２９９ 
△   １２ 

 税金等調整前当期純損益 １，２４８ １.7 △  ３２１ △ ０.5 １，５７０ 
 法人税、住民税及び事業税  ７３８ ４０５ ３３３ 
 法 人 税 等 調 整 額 △   ６３ 

１.0 
 △  ３８９ 

０.0 
３２６ 

 少 数 株 主 利 益 ２３９ ０.2 ４１ ０.1 １９７ 
  当 期 純 損 益 ３３４ ０.5 △  ３７９ △ ０.6 ７１３ 
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６．比較連結剰余金計算書 

   （単位：百万円、未満切捨） 
           期  別 
 
 科  目 

当連結会計年度 
自 平成14年４月 １日 
至 平成15年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月 １日 
至 平成14年３月31日 

 
増  減 
（△は減） 

（資本剰余金の部） 
資本剰余金期首残高 
資本剰余金期末残高 
 
（利益剰余金の部） 
利益剰余金期首残高 
利益剰余金増加高  
 当期純利益 
 
利益剰余金減少高 
 配 当 金 
 役 員 賞 与 
 従業員奨励福利基金 
 
利益剰余金期末残高 

 
３，５２１ 
３，５２１ 
 
 
９，０３４ 
  ３３４ 
  ３３４ 
     
    ５ 
    － 
    － 
    ５ 
 
９，３６３ 

 
３，５２１ 
３，５２１ 
 
     
９，６０１ 

    △   ３７９ 
    △   ３７９ 

 
１８７ 
１７５ 
２ 
  ９ 

 
  ９，０３４ 

 
     － 
     － 
 
 
△ ５６７ 
７１３ 
７１３ 
 

 △ １８２ 
 △ １７５ 
 △   ２ 
 △   ４ 
 
   ３２９ 
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７．キャッシュ・フロー計算書
　　　（単位：百万円、未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別 当連結会計年度 前連結会計年度
 自 平成14年４月１日  自 平成13年４月１日 増　減

　　科　　　目  至 平成15年３月31日  至 平成14年３月31日 （△は減）
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　　税金等調整前当期純利益 1,248 △ 321 1,570
　　　　減価償却費 3,355 2,617 738
　　　　長期前払費用の償却 52 37 14
　　　　貸倒引当金増減額 △ 5 265 △ 271
　　　　賞与引当金減少額 △ 27 △ 152 124
　　　　退職給付引当金増加額 △ 93 437 △ 531
　　　　その他の引当金減少額 80 1 78
　　　　持分法による投資利益 △ 42 △ 8 △ 33
　　　　受取利息及び受取配当金 △ 85 △ 61 △ 23
　　　　支払利息 345 365 △ 19
　　　　投資有価証券売却益 △ 333 0 △ 334
　　　　投資有価証券評価損 826 21 804
　　　　賃貸料及び管理手数料 △ 127 △ 147 19
　　　　固定資産除却損 36 190 △ 154
　　　　固定資産売却損 △ 73 △ 190 117
　　　　連結調整勘定償却 △ 95 － △ 95
　　　　売上債権の増減額 2,145 3,509 △ 1,363
　　　　棚卸資産の増減額 2,102 1,440 661
　　　　仕入債務の増減額 △ 1,382 △ 3,995 2,612
　　　　その他 △ 403 1,625 △ 2,028
　　　　　　　小　　計 7,522 5,633 1,889
　　　　利息及び配当金の受取額 88 76 11
　　　　利息の支払額 △ 352 △ 371 19
　　　　法人税等の支払額 △ 249 △ 917 668
　　　　その他 127 148 △ 20
　　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 7,136 4,569 2,567

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　　定期預金の預入支出 － △ 77 77
　　　　連結子会社の取得による支出 △ 1,156 － △ 1,156
　　　　定期預金の払戻による収入 84 236 △ 152
　　　　投資有価証券の売却による収入 604 24 580
　　　　投資有価証券の取得による支出 △ 74 △ 0 △ 74
　　　　固定資産の取得による支出 △ 2,751 △ 1,848 △ 902
　　　　固定資産の売却による収入 170 426 △ 255
　　　　貸付による支出 △ 19 △ 32 12
　　　　貸付金回収による収入 21 919 △ 898
　　　　その他 114 79 35
　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,007 △ 271 △ 2,736

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　　短期借入金の純増減 167 △ 2,176 2,344
　　　　長期借入れによる収入 360 340 19
　　　　長期借入金の返済による支出 △ 3,291 △ 2,201 △ 1,090
　　　　少数株主による株式払込収入 187 109 77
　　　　少数株主への配当金の支払額 △ 72 △ 88 15
　　　　その他 44 △ 173 217
　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,605 △ 4,190 1,584

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算金額 △ 34 48 △ 82
Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 1,487 156 1,331
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 2,612 2,456 156
Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 4,099 2,612 1,487  
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．連結の範囲に関する事項 
   (ｲ)連結子会社の数 １０社 

      主要な連結子会社の名称 
        「企業集団の状況」に記載しているため省略しています。 

   
   (ﾛ)主要な非連結子会社名 
        三保産業(株) 

        ハリマシステムクリエイト(株) 
      連結の範囲から除いた理由 

       非連結子会社２０社はいずれも小規模会社であり合計の総資産、売上高、当期純損益及び剰余金（持分に 
見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためです。 

 

２．持分法の適用に関する事項 
  (ｲ)持分法適用の非連結子会社数       ２社 

         黒崎耐火工業(株) 
         (株)クロサキビジネスサービス 
   

   (ﾛ)持分法適用の関連会社数           １社 
         菊竹産業(株) 

   (ﾊ)持分法を適用しない理由 
       持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても 
重要性がないため持分法の適用から除外しています。 

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

      連結子会社のうち AMR REFRACTARIOS,S.A.、無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司、HARIMIC-(MALAYSIA)SDN.BHD. 
及び Krosaki USA Inc.の決算日は12月31日です。 
      連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に 

ついては、連結上必要な調整を行っています。 
 

４．会計処理基準に関する事項 
   (ｲ)重要な資産の評価基準及び評価方法 
      ①有価証券 

        その他有価証券 
          時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定しています。） 
          時価のないもの…移動平均法による原価法 
      ②デリバティブ    …時価法 

      ③棚卸資産 
          移動平均法による原価法 

          但し、半成工事及び未成工事支出金は個別法による原価法 
 
   (ﾛ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      ①有形固定資産 
a) 当社及び国内連結子会社…主として定率法 
                 但し、不動産事業に係る建物、設備及び築炉事業にかかる有形固定資産 

の内、一部ユーザー構内にある装置については定額法によっています。 
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                        なお、耐用年数については、原則として法人税法所定の耐用年数を採用 
していますが、窯炉・機械装置については、一部会社所定の耐用年数を採 

用しています。（トンネル窯；法定耐用年数７年を６年、機械装置・法定 
耐用年数12年を11年） 

b) 在外連結子会社は主として定額法によっています。 
      ②無形固定資産 
        1.鉱業権…生産高比例法 

        2.その他…定額法 
        3.ソフトウェア 
           自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。 

      ③長期前払費用…定額法   
 

   (ﾊ)重要な引当金の計上基準 
      ①貸倒引当金 
          債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の 

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 
      ②賞与引当金 

         従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 
      ③退職給付引当金 
         従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ 

き計上しています。 
          会計基準変更時差異（5,750百万円）については、１０年による按分額を販売費および一般管理費に計上 

しています。また、数理計算上の差異については、１０年による定額法で按分した額を発生の翌連結会計 
年度より費用処理しています。 

     過去勤務債務については１０年による定額法で按分した額を発生年度より処理しています。 

      ④役員退職金引当金 
         役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しています。 

      ⑤特別修繕引当金 
         高温焼成トンネル窯の焼成帯部分の取替大修理に備えて、その取替費用を見積りの上４年間で均等に計 
上しています。 

      ⑥鉱害補償引当金 
         連結子会社の黒崎耐火原料(株)の鉱害の発生に備えて、過去の支払実績を参考に見込額を計上していま 

す。 
 
   (ﾆ)リース取引の処理方法 

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通 
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

   (ﾎ)重要なヘッジ会計の方法 
     1. ヘッジ会計の方法 

         繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振 
当処理を行っています。 

     2. ヘッジ手段とヘッジ対象 
          ヘッジ手段：為替予約取引、金利スワップ取引 
          ヘッジ対象：外貨建予定取引、借入金 

     3. ヘッジ方針 
          為替予約取引については、外国為替変動リスクをヘッジする目的で実需の範囲内においてのみ実施し、 

収益確保を目的としたディーリングは実施しないこととしています。また、金利スワップ取引等について 
は、借入金に係る金利コストの引き下げ、もしくは将来予想される調達コストの引き下げを目的とし、実 
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需に伴う取引に限定し投機的な取引は実施しないこととしています。 
     4. ヘッジ有効性評価の方法 

          ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー
変動の累計との間に高い相関関係があることを確認し有効性の評価としています。 

 

(ﾍ)消費税等の会計処理 
       税抜方式を採用しています。 

 
(ﾄ)自己株式及び法定準備金取崩等会計 
  当期から「自己株式及び法定準備金の取崩額等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用してい 

ます。これによる当期の損益に与える影響は軽微であります。なお、連結財務諸表規則の改正により、当期 
末の連結貸借対照表の資本の部及び連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成し 

ています。また、前期末についても改正後の表示区分に組み替えています。 
 

  (ﾁ)１株当たり情報 

    当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純 
利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第４号）を適用しています。これによる影響は軽微であ 

ります。 
 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

      連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によることとしています。 
 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
      連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成 
しています。 

 
７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

      手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、 
かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資。 
 

 
 
 注記事項 
 
 （連結貸借対照表関係） 
                                    ［当連結会計年度］    ［前連結会計年度］ 
 １．有形固定資産の減価償却累計額      71,392百万円            63,262百万円 
 
  ２．偶発債務保証債務  債務保証           525   〃                  464  〃 
                        経営指導念書        360  〃                  300 〃 
  ３．受取手形 
     割引残高                         350  〃                  165 〃 
          裏書譲渡高                        32  〃                    8 〃 
 
 
 
 
 
 
 
 



【連結】 

 15 

 
 ４．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしています。 
      なお、前期の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が期末残高に含まれています。 
                                       ［前連結会計年度］ 
     受取手形                          413百万円 
          支払手形                          485  〃 
          設備支払手形                       13 〃 
          受取手形割引残高                   9 〃 
          受取手形裏書譲渡高                 0 〃 
 
 
 （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 

               当連結会計年度 
          自 平成１４年４月 １日 

          至 平成１５年３月３１日 

               前連結会計年度 
          自 平成１３年４月 １日 

          至 平成１４年３月３１日 

 
１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対 

  照表に記載されている科目の金額との関係 
 
  現金及び預金勘定     ４，２２８百万円 

  有 価 証 券      １００百万円 
    計       ４，３２８百万円 

 預金期間が３ヶ月 
  を超える定期預金   △  ２２８百万円  
  現金及び現金同等物   ４，０９９百万円 

 
 

２． 株式の取得により、あらたに連結子会社となっ 
た会社の資産及び負債の主な内訳 
  

 九州耐火煉瓦(株)（平成14年３月31日現在） 
   流動資産   ６，０８５百万円 

   固定資産   ９，７１３ 〃 
   資産合計  １５，７９９ 〃 
 

   流動負債   ６，８５７ 〃 
   固定負債   ４，８７１ 〃 

   負債合計  １１，７２９ 〃 
 

 
１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対 

  照表に記載されている科目の金額との関係 
 
  現金及び預金勘定     ２，７３２百万円 

  預金期間が３ヶ月 
  を超える定期預金   △  １２０百万円  

  現金及び現金同等物   ２，６１２百万円 
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  注記事項 

  （リース取引関係） 

                当連結会計年度 
           自 平成１４年４月 １日 

           至 平成１５年３月３１日 

                前連結会計年度 
           自 平成１３年４月 １日 

           至 平成１４年３月３１日 

 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 
 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 
相当額及び期末残高相当額 
 

 
              機械装置、窯  工具・器 

              炉及び運搬具  具・備品  合 計 
                      百万円    百万円  百万円 
取得価額 

相 当 額         ２６７   １１６  ３８４ 
減価償却累計 

額相当額       １３７    ４７   １８５ 
期末残高 
相 当 額         １３０      ６８  １９８ 

 
 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高 

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しています。 
 

 
  ② 未経過リース料期末残高相当額 

 
      １年内          ４３百万円 
      １年超        １５５百万円 

       合計         １９８百万円 
  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過 

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め
るその割合が低いため、支払利子込み法により算定し 
ています。 

 
 

  ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
        支払リース料         ３８百万円 
        減価償却費相当額   ３８百万円 

 
 

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 
        リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と 
する定額法によっています。 

 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 
 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 
相当額及び期末残高相当額 
 

 
           機械装置、窯  工具・器 

           炉及び運搬具  具・備品   合 計 
                 百万円    百万円   百万円 
取得価額 

相 当 額         ２８６     １８   ３０４ 
減価償却累計 

額相当額       １３５     １４   １５０  
期末残高 
相 当 額         １５０      ３   １５３  

 
 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高 

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しています。 
 

 
  ② 未経過リース料期末残高相当額 

 
      １年内          ２２百万円 
      １年超        １３１百万円 

       合計         １５３百万円 
  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過 

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め
るその割合が低いため、支払利子込み法により算定し 
ています。 

 
 

  ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
        支払リース料         ９１百万円 
        減価償却費相当額   ９１百万円 

 
 

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 
        リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と 
する定額法によっています。 
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セグメント情報 
 
  １．事業の種類別セグメント情報 
 
      当連結会計年度（自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日） 
                                                            （単位：百万円、未満切捨） 

 耐 火 物 
事  業 

 
築炉事業 

不 動 産 
事    業 

ﾌｧｲﾝｾﾗ 
ﾐｯｸｽ事業 

そ の 他 
の 事 業 

 
   計 

消去また 
は 全 社 

 
 連  結 

 
 

 
 
 52,046 

 
 

 
 
 11,849 

 
 

 
 
  1,149 

 
 

 
 
  4,477 

 
 

 
 
  2,411 

 
 

 
 
 71,935 

 
 

 
 
     - 

 
 

 
 
 71,935 

Ⅰ．売上高及び営業損益 
 

    売上高 
  (1) 外部顧客に 
      対する売上高 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高または振替高 

 

     85 

 

     30 

 

     - 

 

     - 

 

      0 

 

    117 

 

(   117) 

 

     - 

              計  52,131  11,880   1,149   4,477   2,412  72,053 (   117)  71,935 

    営業費用  50,313  11,454     540   4,052   2,396  68,757   1,254  70,011 

    営業損益   1,818     426     609     425      16   3,295 ( 1,371)   1,924 

Ⅱ．資産、減価償却費 

    及び資本的支出 
    資産 

 

 
 52,582 

 

 
  7,305 

 

 
  7,261 

 

 
  4,540 

 

 
  1,199 

 

 
 72,890 

 

 
  3,551 

 

 
 76,441 

    減価償却費   2,013     339     334     384      25   3,097     311   3,408 

    資本的支出   1,360     963      -     168       4   2,496     214   2,710 

 

 
      前連結会計年度（自 平成１３年４月１日  至 平成１４年３月３１日） 
                                                            （単位：百万円、未満切捨） 

 耐 火 物 
事  業 

 
築炉事業 

不 動 産 
事    業 

ﾌｧｲﾝｾﾗ 
ﾐｯｸｽ事業 

そ の 他 
の 事 業 

 
   計 

消去また 
は 全 社 

 
 連  結 

 
 
 

 
 45,002 

 
 
 

 
 11,923 

 
 
 

 
  1,166 

 
 
 

 
  3,506 

 
 
 

 
  2,122 

 
 
 

 
 63,721 

 
 
 

 
     - 

 
 
 

 
 63,721 

Ⅰ．売上高及び営業損益 
 
    売上高 

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高または振替高 

 

     96 

 

    382 

 

     - 

 

      0 

 

      9 

 

    489 

 

(   489) 

 

     - 

              計  45,098  12,305   1,166   3,507   2,132  64,211 (   489)  63,721 

    営業費用  44,282  11,651     532   3,593   2,044  62,104   1,012  63,116 

    営業損益     816     653     634 △   85      87   2,107 ( 1,502)     605 

Ⅱ．資産、減価償却費 
    及び資本的支出 

    資産 

 
 

 41,934 

 
 

  6,718 

 
 

  7,637 

 
 

  4,471 

 
 

  1,325 

 
 

 62,087 

 
 

  4,575 

 
 

 66,662 

    減価償却費   1,211     392     335     401      28   2,370     284   2,654 

    資本的支出   1,486      91      -     245       5   1,828     131   1,960 

  （注）１．①事業区分の決定方法 

              事業区分は売上集計区分によっています。 
            ②各セグメントの主な内容 
              耐火物事業には、原材料売上を含みます。 
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              築炉事業は築炉工事の他、用役、装置売上及びノウハウ収入を含みます。 
              不動産事業は、不動産賃貸の他、不動産販売を含みます。 

              ファインセラミックス事業は、各種産業用ファインセラミックスの売上です。 
              その他の事業は、石灰、景観材及びその他各種商品売上です。 
        ２．営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度 1,492百万円、 

当連結会計年度 1,371百万円であり、これは親会社の管理部門の費用です。 
        ３．資産のうち消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度 4,980百万円、当連結会計 

年度 3,954百万円であり、その主なものは親会社での長期投資資金（投資有価証券）および管理部門に 
係る資産等です。 

        ４．減価償却費および資本的支出には長期前払費用の償却額が含まれています。 

 
 

  ２．所在地別セグメント情報 
      当連結会計年度および前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金 
額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略 

しています。 
 

 
 ３．海外売上高 
 

   当連結会計年度（自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日） 
                                                           （単位：百万円、未満切捨） 

   ア ジ ア   欧   州  その他の地域       計 

Ⅰ．海外売上高    2,837    3,097    3,094    9,029 

Ⅱ．連結売上高      －      －      －    71,935 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合     4.0％     4.3％     4.3％     12.6％ 

 

 
   前連結会計年度（自 平成１３年４月１日  至 平成１４年３月３１日） 
                                                           （単位：百万円、未満切捨） 

   ア ジ ア   欧   州  その他の地域       計 

Ⅰ．海外売上高      2,432       2,791      2,837       8,062 

Ⅱ．連結売上高          －          －          －      63,721 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合         3.8％         4.4％         4.5％        12.7％ 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的接近度によっています。 

    ２．各区分に属する主な国または地域 
     (1) アジア…………台湾、韓国、中国 

          (2) 欧州    ………スペイン、オランダ 
          (3) その他の地域…ブラジル、オーストラリア、アメリカ合衆国 
        ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 
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有価証券の時価等関係 
 

   当連結会計年度（平成１５年３月３１日現在） 
                                          有価証券の時価等 
 

  １．売買目的有価証券（平成１５年３月３１日現在） 
        該当なし． 

 
 ２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１５年３月３１日現在） 
    該当なし 

 
 ３．その他有価証券で時価のあるもの（平成１５年３月３１日現在） 

                                                   （単位：百万円、未満切捨） 
                                                連結貸借対 
                                取得原価        照表計上額       差  額  

      （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの） 
      ①株式                    ３８１       ５１９      １３７ 

      ②債券                     １０               １１            １ 
          小 計                ３９１           ５３０          １３８ 
 

      （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの） 
      ①株式                   １，３８６      １，１５０   △  ２３５ 

   ②その他                        ５               ５            － 
          小 計               １，３９１        １，１５６      △  ２３５ 
          合 計             １，７８３    １，６８６   △   ９６ 

 
  ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

                                                   （単位：百万円、未満切捨） 
          売 却 額     売却益の合計額    売却損の合計額  
              ７６８        ３４６         １２ 

 
  ５．時価のない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成１５年３月３１日現在） 

    （１）満期保有目的の債券                  なし 
  （２）その他有価証券 
      非上場株式（店頭売買株式を除く）  １０９百万円 

  （３）子会社および関連会社株式            ６１２百万円 
 

  ６．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 
                                                                                  （単位：百万円） 
                                        １年超          ５年超 

                        １年以内        ５年以内      １０年以内        １０年超   
        ①債 券 

            社 債           －              －            １１              － 
        ②その他             －              －              －              －   
            合  計          －              －           １１              － 

 

 
 
 



【連結】 

 20 

   前連結会計年度（平成１４年３月３１日現在） 
                                          有価証券の時価等 

 
  １．売買目的有価証券（平成１４年３月３１日現在） 
        該当なし 

 
 ２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１４年３月３１日現在） 

    該当なし 
 
 ３．その他有価証券で時価のあるもの（平成１４年３月３１日現在） 

                                                   （単位：百万円、未満切捨） 
                                                連結貸借対 

                                取得原価        照表計上額       差  額  
      （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの） 
      ①株式                  １，１５４        １，６９２         ５３８ 

      ②債券                     １０              １０            ０  
          小 計              １，１６４        １，７０２          ５３８  

 
      （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの） 
      ①株式                      ８３１            ７３５       △  ９６ 

   ②その他                      １５              １１       △    ３  
          小 計                  ８４６            ７４６        △  ９９  

          合 計              ２，０１０        ２，４４９          ４３９ 
 
  ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日） 

                                                   （単位：百万円、未満切捨） 
          売 却 額     売却益の合計額    売却損の合計額  

              ２４                ３               ３ 
 
  ５．時価のない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成１４年３月３１日現在） 

    （１）満期保有目的の債券                  なし 
  （２）その他有価証券 

      非上場株式（店頭売買株式を除く）  １３５百万円 
  （３）子会社および関連会社株式            ４９５百万円 
 

  ６．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 
                                                                                  （単位：百万円） 

                                        １年超          ５年超 
                        １年以内        ５年以内      １０年以内        １０年超   
        ①債 券 

            社 債           －              －            １０              － 
        ②その他             －              －              －              －   

            合  計          －              －           １０              － 
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生産、受注及び販売の状況 
 

（１）生産実績 
                                                     （単位：百万円、未満切捨） 

   

 
  事 業 区 分 

  当連結会計年度 

 自 平成14年４月１日 
 至 平成15年３月31日 

  前連結会計年度 

 自 平成13年４月１日 
 至 平成14年３月31日 

 耐 火 物 事 業 ４７，３０６       ４２，７５２ 

 築 炉 事 業    １１，０７２       １０，８６９ 

 ファインセラミックス事業     ４，２１１         ３，４１８ 

 そ の 他 の 事 業       ６５０             ５９４ 

     合  計    ６３，２４１       ５７，６３５ 

      （注）１．不動産事業に生産実績はありません。 
 

 
（２）受注状況 

                                                             （単位：百万円、未満切捨） 

   
 

    事 業 区 分 

     当連結会計年度 
   自 平成14年４月１日 

   至 平成15年３月31日 

     前連結会計年度 
   自 平成13年４月１日 

   至 平成14年３月31日 

 受 注 高 受 注 残 高   受 注 高 受 注 残 高  

 耐 火 物 事 業 ５１，２４２ ４，７４０ ４４，８９７   ３，６０１ 

 築 炉 事 業 １２，１６０    ７０１ １１，４７４       ６２０ 

 ファインセラミックス事業  ４，５６３    ３１２   ３，３６５       ２２７ 

 そ の 他 の 事 業  ２，４３９    ２０２   ２，１３５       １７４ 

     合  計 ７０，４０５  ５，９５６ ６１，８７１   ４，６２３ 

     （注）１．不動産事業については、受注活動にそぐわないため除外しております。 
 
 

（３）販売実績 
                                                     （単位：百万円、未満切捨） 

   
 
    事 業 区 分 

   当連結会計年度 
 自 平成14年４月１日 
 至 平成15年３月31日 

   前連結会計年度 
 自 平成13年４月１日 
 至 平成14年３月31日 

 耐 火 物 事 業    ５２，０４６       ４５，００２ 

 築 炉 事 業    １１，８４９       １１，９２３ 

 ファインセラミックス事業     ４，４７７         ３，５０６ 

 不 動 産 事 業     １，１４９         １，１６６ 

 そ の 他 の 事 業     ２，４１１         ２，１２２ 

     合  計    ７１，９３５       ６３，７２１ 

 
 


